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要 約 

日本で発生した中小地震(4.5≦Mw≦6.0)を対象とした最大加速度および最大速度の距離減

衰式における地震間のばらつきについて、これを偶然的・認識論的不確定性に分離する方

法を検討した。分離には、空間的な共分散構造解析で用いられるセミバリオグラムを指標

とした。この方法による偶然的不確定性の標準偏差と震源域と地震のタイプを限定して求

められた既往研究による地震間のばらつきの標準偏差とを比較した。この結果、両者は同

程度の値となることを示し、セミバリオグラムを指標とした本研究による結果の妥当性を

確認した。また、偶然的不確定性の標準偏差は距離減衰式における地震間のばらつきの標

準偏差に比べ、最大加速度はその60%程度、最大速度はその80%程度となることを示した。 
 

キーワード： 距離減衰式、中小地震、地震間のばらつき、偶然的不確定性 

認識論的不確定性、セミバリオグラム 

 

 

1. はじめに 

 

将来発生するであろう地震における地震動強さを予測することは、構造物の耐震設計や地域の防災計

画立案のために重要である。地震動強さの予測手法は、決定論的手法と確率論的手法に大別される。決

定論的手法では、対象地点への影響が大きい地震に対して、あるシナリオを想定し、これに基づく詳細

な解析によって地震動評価を行う。一方、確率論的手法では、評価地点に影響のある全ての地震を対象

として、ある期間内に発生する地震動強さとその発生確率を評価する。現状では、あるシナリオを想定

した決定論的手法で地震動強さの予測が行われる場合が多い1)。しかし、原子力発電所やダム等の供用

期間が長い重要構造物の設計用地震動、企業や施設のリスクマネジメントとしてのBCP策定等には決定

論的手法だけではなく、確率論的手法による評価も重要であると考えられる。 

確率論的手法に基づく地震動評価(以下、PSHA)では、評価地点に影響を与える全ての地震に対して、

地震規模・評価地点までの距離・地震発生の確率をモデル化し、これと地震動強さの確率モデルから、

対象期間内に、ある地震動強さを超える条件付超過確率を算定する。ここで、地震動強さの確率モデル

は、強震記録の回帰分析から求められた距離減衰式とその標準偏差を用いた対数正規分布で表される。 

ある地点における地震動強さの超過確率を求めるためには、本来であれば同一の場所で同じ規模の地 
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震が繰り返し発生した場合に、その地点で観測された地震動強さのばらつきの標準偏差を確率モデルに

用いるべきである。しかし、このようなデータが得られる場合がほとんどないことから、実際にはエル

ゴード性を仮定し、多数の地震による多数の観測点で得られた様々な特性を含むデータに基づく距離減

衰式の標準偏差が用いられている。これは、本来用いるべき値よりも大きな値を確率モデルに導入して

いることになり、これにより低超過確率において過大な地震動強さとなることが指摘されている2)。 

地震動強さのばらつきは、認識論的不確定性（epistemic uncertainty）と偶然的不確定性（aleatory 

uncertainty）に分離することができる2),3)。認識論的不確定性は、より正確なモデル化や新しい知見・デ

ータを追加することで低減可能なばらつき、偶然的不確定性は新しい知見・データが追加されても低減

不可能なばらつきである。本来、PSHAでは偶然的不確定性のみを用いるべきと指摘されている2),4)。つ

まり、PSHAの高精度化には、距離減衰式における地震動強さのばらつき（回帰誤差）を偶然的不確定

性と認識論的不確定性に定量的に分離することが重要である5)。 

距離減衰式の回帰誤差を、中央値に対する各地震における観測記録の偏差の平均値である地震間のば

らつき、各地震の距離減衰式に対する各観測記録の偏差である地震内のばらつきに分離して評価するこ

とが多くなっている6)。ここで、地震間のばらつきは震源特性、地震内のばらつきは伝播経路・サイト

特性がばらつきを与える主たる要因として指摘されている5),7),8)。距離減衰式の最も基本的な回帰モデル

では、震源特性をマグニチュード、伝播経路を震源からの距離、サイト特性を地盤種別などでモデル化

するが、近年では予測精度向上（認識論的不確定性の低減）のために、震源深さ、地震・断層タイプ、

深部地盤による増幅特性などを導入する場合もある6)。しかし、震源特性における震源メカニズムや破

壊伝播方向、伝播経路における媒質（速度、減衰構造）の不均質性、サイト特性における地盤の不整形

性や入射角などによる地震動強さの違いは予め想定することが困難であり、これらが地震間および地震

内のばらつきにおける偶然的不確定性の要因になっていると考えられる。 

地震間・地震内のばらつきの大きさとその要因分析は、距離減衰式の回帰誤差に基づいて検討される

場合が多い。Lin et al.(2011)9)は台湾で得られた強震記録を用いて、空間的な共分散構造解析によって偶

然的・認識論的不確定性の定量的な評価を行っている。この結果では、距離減衰式の回帰分析における

地震間のばらつきの標準偏差の70%程度、地震内のばらつきの標準偏差の40~50%程度が偶然的不確定性

によるばらつきであることを指摘している。しかし、台湾で発生した内陸地殻内地震のみを対象として

いるため、多様なタイプの地震が発生する日本においても同様の結果となるかは明らかではない。 

ある地点で得られた複数の強震記録によるばらつきの標準偏差（single-station-sigma）10)~12)、ある地点

に対して伝播経路が類似するとみなせる震源域で発生した複数の地震によるばらつきの標準偏差

（single-path-sigma）12)~14)が検討されている。これらの検討から距離減衰式の標準偏差が自然対数で0.7~0.8

であるのに対して、single-station-sigmaは0.6程度、single-path-sigmaは0.3~0.5程度となることが示されて

いる。しかし、文献13)以外は地震間と地震内のばらつきの総和で論じられており、偶然的・認識論的不

確定性についても言及されていない。 

これに対して、池浦・野田(2005)7)は距離減衰式を介さず、ほぼ同一の震源位置・規模の複数の地震に

よる同一観測点で得られた強震記録の分析を行い、周期1秒以下における地震間のばらつきの標準偏差が

自然対数で0.4～0.5程度になること、震源における地震波の励起特性の違いが地震間のばらつきの主たる

要因であると指摘している。なお、観測点・震源位置・規模が特定されるため、この結果は偶然的不確

定性に対応すると考えられる。ただし、このような条件のデータは少ないため、より一般的な結果を得

るためには、強震記録の更なる蓄積が必要であると考えられる。 

本研究では日本で発生した多様なタイプの地震を対象に、Lin et al.(2011)9)と同様に空間的な共分散構

造解析で用いられるセミバリオグラムを指標として、地震間のばらつきを偶然的・認識論的不確定性に

分離する方法について、Lin et al.(2011)9)では明確に示されていない、得られた結果の妥当性の確認も含

めた検討を行う。距離減衰式の適用目的を考えた場合、規模の大きな地震を対象とすることが望ましい。

しかし、大地震を対象にした場合には、中小地震に比べてその震源位置の空間分解能が疎になることに

より、統計的に有意な解が得られない可能性が考えられる。また、規模の大きな地震を対象とした場合

にはディレクティビティ効果など、ばらつきに影響を与える要因が中小地震よりも多くなると考えられ

ることから、ばらつきに影響を与える要因を減らし、その解釈をより明確にするために中小地震(4.5≦

Mw≦6.0)を対象とした検討を行う。 
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2. 解析に用いた中小地震データベース 

 

防災科学技術研究所K-NETおよびKiK-netを対象とし、K-NETの運用が開始された1996年から2010年12

月までに発生した4.5≦Mw≦6.0かつ震源深さ100km以浅の中小地震で得られた強震記録を収集した。こ

こで、各地震のMwはF-net、震源深さは気象庁による値を用いた。また、F-netによる震源メカニズム、

震源深さ、プレート境界深度を参考に内陸地殻内地震、プレート境界地震、スラブ内地震に分類した。 

K-NETとKiK-netで用いられている強震計はトリガー起動方式である。観測された地震動強さがトリガ

ーレベルに近い遠距離では揺れの大きな観測点でのみデータが得られ、これが距離減衰式の評価に悪影

響を与えることが指摘されている15)。K-NET観測点のトリガー値は2～20cm/s2程度に設定されており、

2cm/s2以下の観測点が約70%を占めている。そこで、Mw<5.5の地震については外挿となるが、司・翠川

(1999)16)の距離減衰式で5cm/s2以上となる距離以内かつ震源距離150km以内で得られたデータを対象と

した。ただし、北海道から東北、九州では火山フロントを通過したデータは検討対象から除外した。 

上記の条件に適合しているデータであっても、S波初動が収録されていないデータや大きな振幅が継

続しているにも関わらず収録が完了しているデータについても検討対象から除外した。この結果、756

地震40193データで構成されるデータベースを構築した。なお、これらのうち165地震8431データが内陸

地殻内地震、439地震22242データがプレート境界地震、152地震9520データがスラブ内地震に分類される。

図1にデータベースに含まれる地震の震央位置、図2にデータのMwと震源距離の分布を示す。なお、こ

のデータベースでは水平2成分のうち大きな方の値とした最大加速度と最大速度を整理している。 

 

 
図1 震央分布 
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図2 ܯ௪と震源距離の関係 

 

本研究では、距離減衰式の回帰モデルに地表から深さ30mまでの平均S波速度( ௌܸଷ଴)を説明変数として

導入している（3.1で示す(1)式）。そこで、各観測点のPS検層結果に基づいて ௌܸଷ଴を求めた。ただし、PS

検層の調査深度が30m未満の地点については、司・翠川(1999)16)および松岡他(2005)17)の判断基準に基づ

いて深さ30mまでのS波速度値を推定し、これに基づいて ௌܸଷ଴を評価した。これらの基準に一致しない観

測点やPS検層結果が公開されていない地点については、防災科学技術研究所J-SHIS18)の表層地盤データ

に収録されている、250mメッシュ地形分類に基づいて推定された ௌܸଷ଴を用いた。図3にデータベースに

含まれる1667観測点における ௌܸଷ଴の頻度分布を示す。大部分の観測点が、 ௌܸଷ଴ ൑ 500(m/s)である。 
 

 

図3 ௌܸଷ଴の頻度分布 

 

3. 地震間のばらつきの分析 

 

3.1 最大加速度・最大速度の距離減衰式の評価 

作成したデータベースを用いて、距離減衰式の回帰分析を行う。ここでは、距離減衰式による予測値

（ln ௣ܻ௥௘）と観測値（ln ௢ܻ௕௦）の残差（ln ௢ܻ௕௦ െ ln ௣ܻ௥௘）を地震間のばらつきߟ௜（inter-event residuals）と地

震内のばらつきߝ௜௝（intra-event residuals）に分離した線形混合モデルを用い、各回帰係数を最尤法による

一段階回帰分析19)によって評価した。なお、本研究では、地震規模、震源距離、震源深さ、地表から深

さ30mまでの平均S波速度を説明変数とした(1)式に示す回帰モデルを設定した。 
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ln ௜ܻ௝ ൌ ௜ܯܽ െ ln ௜ܺ௝ ൅ ܾ ௜ܺ௝ ൅ ௜ܦ݀ ൅ ݁ln ௌܸଷ଴௝

௥ܸ௘௙
൅ ܿ ൅ ௜ߟ ൅ ௜௝ (1)ߝ

 
ここで、iとjは地震と観測点を示す添え字、 ௜ܻ௝は最大加速度(cm/s2)または最大速度(cm/s)、ܯ௜は各地震の

、௪ܯ ௜ܺ௝は震源距離(km)、 ௌܸଷ଴௝は地表から深さ30mまでの平均S波速度(m/s)、 ௥ܸ௘௙はサイト特性を評価す

る際に基準とする地盤の ௌܸଷ଴(m/s)であり、工学的基盤に相当し、図3の頻度分布において観測点数も比較

的多いことから ௥ܸ௘௙ ൌ 500(m/s)とした。また、a～eは回帰係数を示している。地震間のばらつきߟ௜と地

震内のばらつきߝ௜௝は地震ごと、記録ごとに独立な期待値0の正規ランダム変数と仮定し、地震間のばら

つきߟ௜の対数標準偏差を߬、地震内のばらつきߝ௜௝の対数標準偏差をߪとする。以下、本研究における標準

偏差は全て自然対数で示している。 

表1に各回帰係数、地震間のばらつきと地震内のばらつきの標準偏差を示す。Mw5.5以上の地震を対象

としている既往の最大加速度・最大速度の距離減衰式20)~23)では、߬が0.2~0.4程度、ߪが0.5~0.6程度となる

場合が多く、表1に示す結果はこれらよりも大きな値となっている。一方、本研究と同様にMw5.5以下の

中小地震を対象とした距離減衰式24)では、最大加速度において߬ ൌ0.448、ߪ ൌ0.670、最大速度では߬ ൌ0.362、

ߪ ൌ0.622となることが示されている。地震内のばらつきの標準偏差は、この結果と同程度となるが、地

震間のばらつきの標準偏差は本研究による結果が大きめの値となる。これは、文献24)では内陸地殻内地

震のみを対象としているのに対して、本研究ではプレート境界地震やスラブ内地震も対象としているた

め、対象とした地震の多様性による差異が表れているためと考えられる。 

 

表1 距離減衰式の回帰係数と標準偏差 

 
 

3.2 地震間のばらつきの基本的な特徴 

回帰分析から得られた地震間のばらつきߟ௜について基本的な特徴を整理する。図4にߟ௜の頻度分布と対

数正規分布に適合させた結果を示す。本研究による最大加速度および最大速度のߟ௜とも既往研究25)と同

様に対数正規分布とみなせることとした。しかし、対数正規分布を仮定することの妥当性を確認する必

要性も指摘26)されていることから、その確率分布については、より詳細な検討が今後必要である。 

 

 
図4 地震間のばらつきの頻度分布 

 

図5にߟ௜と地震規模（ܯ௪）の関係を示す。図の上段は各地震のߟ௜、下段はܯ௪ごとのߟ௜の標準偏差を示

している。ただし、ܯ௪≧5.5は地震数が少ないことから、5.5≦ܯ௪≦6.0を計算区間とした標準偏差の値
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を示している。߬のܯ௪依存性については、ܯ௪が大きいほど߬が小さくなる傾向27)、その依存性は明瞭で

はない8)ことが指摘されている。図5に示す結果では、文献8)と同様に明瞭なܯ௪依存性はみられない。 

 

 

図5 地震間のばらつきと地震規模の関係 

 

図6にߟ௜と震源深さの関係を示す。図の上段は各地震におけるߟ௜、下段は震源深さ10kmごとに求めたߟ௜
の標準偏差を示している。ただし、震源深さ80km以深のデータが少ないことから、深さ80km以上につ

いては計算区間を20kmとした場合の値を示している。図から、震源が深くなるほど߬が大きくなる傾向

がみられ、最大加速度値でその傾向が顕著である。池浦・野田(2005)7)は、地震間のばらつきの要因とし

て伝播経路の違いと震源における地震波の励起特性の違いがあり、後者の影響が支配的であることを指

摘している。震源が深い地震は、必然的に伝播距離が長くなるため、浅い地震に比べて速度構造や減衰

構造の不均質性の影響をより受けることになり、これにより地震間のばらつきが大きくなることが予測

される。また、中小地震の応力降下量に関する分析結果28)では、スラブ内地震はプレート境界地震より

も応力降下量のばらつきが大きいこと、スラブ内地震については太平洋プレートとフィリピン海プレー

トに分類した場合に応力降下量の地域性が明瞭にみられることが指摘されており、これにより深い地震

ほど地震間のばらつきが大きくなることが予測される。今後、詳細な分析が必要ではあるが、図6に示す

結果は、上記のような要因によって生じている可能性が考えられる。 

 

 
図6 地震間のばらつきと震源深さの関係 
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4. 地震間のばらつきの偶然的・認識論的不確定性への分離 

 

4.1 分離方法 

地震間のばらつきの偶然的・認識論的不確定性への分離は、地球統計学等の分野で多く用いられてい

る、対をなす標本間の非類似度を評価するセミバリオグラム9),29),30)を用いて行う。 

領域ܦ ⊂ ܴௗ上の確率場を考え、観測点ݏ ∈ 、ሻの実現値が観測データであるとしݏにおける確率変数ܼሺܦ

これが本質的定常性を持つものと仮定する。すなわち、任意の2地点ݏଵ、ݏଶに対する期待値および分散が

ଵሻݏሾܼሺܧ െ ܼሺݏଶሻሿ ൌ 0、ܸ ଵሻݏሾܼሺݎܽ െ ܼሺݏଶሻሿ ൌ ଵݏሺߛ2 െ ଶሻが仮定される。ここで、距離の差分݄ݏ ൌ ଵݏ െ ଶのݏ
みに依存する関数ߛሺ݄ሻがセミバリオグラムと呼ばれ、未観測地点ݏ଴におけるܼሺݏ଴ሻの予測を行うための通

常型クリギング法における係数行列として用いられることで知られている。なお、確率場が二次定常（期

待値が空間領域で一定値、2地点の共分散が距離差分のみに依存）ならば本質的定常であることから、同

様にߛሺ݄ሻが定義できる。 

地震 ௜ܵሺ݅ ൌ 1~ܰሻの震源位置（北緯、東経、深さ）をݑఈሺߙ ൌ 1~ܰሻ、各地震の地震間のばらつきをߟሺݑఈሻと
する。この時、地震間のばらつきの確率場ܼ ൌ ሼߟሺݑଵሻ, ⋯,ଶሻݑሺߟ , ேሻሽが本質的定常性を持つと仮定するݑሺߟ

と、2地震間の距離の差分݄のみに依存する関数としてセミバリオグラムߛሺ݄ሻが(2)式で定義される。ここ

で、セミバリオグラムは、2地震間の共分散に対応する値である。 

 

ሺ݄ሻߛ ൌ
1
2
ఈሻݑሺߟሾݎܸܽ െ ఈା௛ሻሿݑሺߟ ൌ

1
2
ሾܧሼߟሺݑఈሻ െ ఈା௛ሻሽଶሿ (2)ݑሺߟ

 

 

図7 セミバリオグラムの模式図 

 

一般的なセミバリオグラムは図7のようになる。ここで、ナゲット(nugget)は݄ ൌ 0の時のߛሺ݄ሻであり、

サンプリング間隔よりも小さなスケールでの変動や測定誤差を含む、データから把握不可能な微小な変

動で生じる不確定性を示すパラメータ、シル(sill)はlim௛→ஶ ሺ݄ሻに相当するパラメータ、レンジ(range)はߛ

空間的な自己相関がなくなる距離を示すパラメータである29) ,30)。つまり、震源位置がほぼ同じ地震

（lim௛→଴ ሺ݄ሻ）の場合には、震源や伝播経路がほぼ同じ特性になると仮定すれば、(2)式から求められるߛ

ナゲットが偶然的不確定性に対応する値と考えることができる。 

(1)式の回帰分析から得られた地震間のばらつきを用いたセミバリオグラムの計算は、以下の手順で行

う。最初に、震源位置の距離差分を݄として、全ての地震の組合せに対してセミバリオグラムߛොሺ݄ሻを求

める。ߛොሺ݄ሻは、距離差分݄となる地震のペア数ܰሺ݄ሻとその地震間のばらつきߟሺݑఈሻおよび	ߟሺݑఈା௛ሻに基づ

いて(3)式で定義される。しかし、実際には݄が同じとなる地震の組合せはほとんどなく、(3)式から求め

られる値は不安定となる。そこで、推定に用いる距離差分の最大値݄୫ୟ୶を設定し、さらに距離差分݄を
いくつかの距離区間（݄୵）に分け、距離区間内に属するߛොሺ݄ሻの平均値を求め、これを標本バリオグラム

とする。本研究では、20以上のペアがあるように距離区間を設定した。次に、標本バリオグラムに適合

する理論バリオグラムߛሺ݄ሻを重み付き最小二乗法によって評価する。本研究では、理論バリオグラムに

地球統計学の分野で多く用いられている(4)式に示す球形モデルを用い、݄が小さい範囲での適合度を良

くするために重み係数をܰሺ݄ሻ ݄ଶ⁄ として評価した。 
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ොሺ݄ሻߛ ൌ
1

2ܰሺ݄ሻ
෍൫ߟሺݑఈሻ െ ఈା௛ሻ൯ݑሺߟ

ଶ
ேሺ௛ሻ

௜ୀଵ

 (3)

 

ሺ݄ሻߛ ൌ ൜
଴ܥ ൅ ଵሾ1.5ሺ݄ܥ ܾ⁄ ሻ െ 0.5ሺ݄ ܾ⁄ ሻଷሿ 0 ൏ ݄ ൏ ܾ
଴ܥ ൅ ଵܥ ݄ ൒ ܾ

 
(4)

 

ここで、ܥ଴はナゲット、ܥଵはシル、ܾがレンジをそれぞれ示している。 

地震間のばらつきの確率場が本質的定常性（あるいは、二次定常性）を持つと仮定した場合、その定

理によりバリオグラム関数と共分散関数が同時に考えられることから、(2)式によるセミバリオグラムは

相関関数ߩを用いて(5)式で表すことができる。(5)式は、݄ ൌ 0では2地点におけるデータの相関が高くな

る（ߩ → 1）ためߛሺ݄ሻ ൌ ߬ଵଶ 2⁄ となり、2地点におけるデータが遠く離れている場合（݄ → ∞）には相関が

低下する（ߩ → 0）ことでߛሺ݄ሻ ൌ ሺ߬ଵଶ ൅ ߬ଶ
ଶሻ 2⁄ となることを意味している。 

 

ሺ݄ሻߛ ൌ ,ఈሻݑሺߟ൫ߛ ఈା௛ሻ൯ݑሺߟ ൌ
1
2
ൣ߬ଵଶ ൅ ൣ1 െ ,ఈሻݑሺߟ൫ߩ ఈା௛ሻ൯൧߬ଶݑሺߟ

ଶ൧ (5)

 

偶然的不確定性による地震間のばらつきの標準偏差߬஺と認識論的不確定性による地震間のばらつきの

標準偏差߬ாとすると、前述したセミバリオグラムの特性から߬ଵ ൌ ߬஺、߬ ଶ ൌ ߬ாと考えることができる。そ

こで、(5)式および(4)式に示す理論バリオグラムから、߬஺と߬ாはナゲットܥ଴およびシルܥଵを用いて、(6)

および(7)式で求めることができる。また、地震間のばらつき全体での標準偏差்߬は、߬஺と߬ாが互いに独

立であるとした場合に、(8)式で求めることができる。ただし、߬஺と߬ாは݄୫ୟ୶を設定した理論バリオグラ

ムに基づいて求めているため、்߬は表1に示す߬とは一致しない。 
 

߬஺
ଶ ൌ  ଴ܥ2

 
(6)

߬ா
ଶ ൌ 2ሼሺܥ଴ ൅ ଵሻଶܥ െ ଴ܥ

ଶሽ (7)

 

்߬
ଶ ൌ ߬஺

ଶ ൅ ߬ா
ଶ (8)

 

 

4.2 分離結果の妥当性の確認 

Morikawa et al.(2008)13)では、6つの狭い震源域内で発生した類似するメカニズムの地震を対象とした検

討を行っている。この検討では、震源域と地震のタイプが限定されるため、求められた地震間のばらつ

きは偶然的不確定性に対応すると考えられる。そこで、これら6つの震源域のうち、本研究で対象とする

地震が多く含まれる4つの震源域について、セミバリオグラムに基づいて求めた߬஺とMorikawa et 

al.(2008)13)の結果を比較し、手法の妥当性を確認する。 

検討対象とする震源域は、図8(a)に示すMorikawa et al.(2008)13)によるArea1~4とする。ここで、Area1

は主として2004年11月29日釧路沖の地震(Mj7.1)の余震であり、全てがプレート境界地震である。Area2

は、主として2003年十勝沖地震(Mj8.0)の余震であり、全てがプレート境界地震である。Area3は全てが

プレート境界地震、Area4は全てが2004年新潟県中越地震の余震である。本研究では、これら各震源域を

包絡するように図1および図8(b)に示す3つの解析領域（Region1~3）を設定した。ここで、Area1とArea2

は統合し、Region1としている。表2に本研究とMorikawa et al.(2008)13)で対象とした地震の比較を示す。 

表3に理論バリオグラムの係数、図9にRegion1~3における標本バリオグラムと理論バリオグラムを示す。

また、図9にはRegion1と2について、プレート境界地震のみを対象として計算した結果も併せて示してい

る。ただし、スラブ内地震についてはデータが少なく、安定した解が得られないことから評価を行って

いない。図9からRegion2の最大加速度において全データによるܥଵがプレート境界地震のみによる値より

も大きくなる。これは、図10に示すように、Region2の最大加速度のセミバリオグラムでは݄ ൌ10~15km
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におけるスラブ内地震でߛොሺ݄ሻの大きなペアが複数あること、理論バリオグラムに適合させる際に݄が小

さい範囲に大きな重みを付けて評価しているためと考えられる。一方、Regioin1およびRegion2の最大速

度では全データとプレート境界地震のܥ଴とܥଵはほぼ同程度となる。なお、各領域ともプレート境界地震

によるデータが大部分を占めていることから、地震タイプによるバリオグラムの違いについては今後の

検討課題である。 
 

 
○プレート境界地震、□スラブ内地震、△地殻内地震、■対象地震のデータが得られている観測点 

 

(a) Morikawa et al.(2008)13)による検討対象地震の震央位置 

 

 

(b) 本研究による検討対象地震の震央位置 

図8 Morikawa et al.(2008)13)と本研究の解析対象地震との比較 

 

 

表2 検討対象地震の比較 

 
 

表3 理論バリオグラムの係数 
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No. 解析領域 データの内容
Region1 85地震（スラブ内19地震、プレート境界66地震）
Area1 7地震（2004/11/29のとその余震、全てプレート境界地震）
Area2 14地震（2003/9/26十勝沖地震の余震、全てプレート境界地震）

Region2 71地震（スラブ内14地震、プレート境界57地震）
Area3 6地震（全てプレート境界地震）

Regino3 36地震（全て地殻内地震、2004年新潟県中越・2007年新潟県中越沖地震の余震）
Area4 8地震（全て地殻内地震、2004年新潟県中越地震の余震）

1

2

3

PGA PGV PGA PGV PGA PGV
C0 0.054 0.062 0.049 0.055 0.018 0.012

C1 0.087 0.066 0.111 0.087 0.093 0.089
b 45.957 37.904 28.008 24.556 33.804 35.544

Region1 Region2 Region3

Area1 

Area2 

Area3 
Area4 

Region3 Region2 

Region1 

Region3 

Region2 

Region1 

観測点数:72 観測点数:185 観測点数:129 
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図9 標本バリオグラムと理論バリオグラム 

 

 
図10 Region2における最大加速度のセミバリオグラム 

 

表4に本研究による߬஺および	߬ாとMorikawa et al.(2008)13)による地震間のばらつきの標準偏差の比較を

示す。߬஺は最大加速度、最大速度とも解析領域が狭くなるほど小さな値となり、距離減衰式の回帰分析

による߬に対して30～80%程度小さな値（0.3߬~	0.8߬）となる傾向がみられる。これは、解析領域が狭い

ほど、そこに含まれる地震の伝播経路や震源特性が類似してくることにより、認識論的不確定性が大き

く低減するためと考えられる。 



 
 

 - 47 -

Region1~3の最大加速度、最大速度とも߬஺がMorikawa et al.(2008)13)の結果に比べて、同程度あるいはや

や大きな値となっている。これは、Morikawa et al.(2008)13)では、ある特定の地震の余震や同じ地震タイ

プのデータに限定して分析しているのに対して、本研究はこれを限定せずに多様なデータを用いている

ためと考えられる。しかし、両結果はおおむね整合していることから、セミバリオグラムに基づく方法

は、Morikawa et al.(2008)13)で用いられている方法と異なり、震源域を設定することなく距離の差分のみ

で簡便に評価可能であり、偶然的・認識論的不確定性の分離に有効な手法であると考えられる。 

 

 

表4 偶然的不確定性による標準偏差߬஺および認識論的不確定性による標準偏差߬ா 
(1) 最大加速度(PGA) 

 
 

(2) 最大速度(PGV) 

 
 

 

図1に示す756地震を用いて、(1)式に示す距離減衰式の回帰分析から得られた地震間のばらつきߟ௜につ

いて、偶然的・認識論的不確定性の分離を行う。表5に理論バリオグラムの係数と標準偏差߬஺および	߬ா、
図11に標本バリオグラムと理論バリオグラムを示す。なお、表5にはLin et al.(2011)9)が台湾における内陸

地殻内地震を対象として検討した結果も示している。ただし、Lin et al.(2011)9)の最大速度の標準偏差は、

周期1秒における擬似加速度応答スペクトルでの値としている。 

表5から、本研究による最大加速度および最大速度の߬஺は表1に示す距離減衰式の߬に比べて最大加速度

は0.60߬、最大速度は0.78߬となる。Lin et al.(2011)9)では、偶然的不確定性の標準偏差は最大加速度、最

大速度とも距離減衰式の߬よりも30%程度低減することが示されており、本研究と同様の傾向となってい

る。しかし、本研究とLin et al.(2011)9)の߬஺を比較すると、本研究の方が最大加速度、最大速度とも大き

な値となっている。これは、Lin et al.(2011)9)が内陸地殻内地震のみを用いているのに対して、本研究で

はプレート境界・スラブ内地震も対象としていることによるデータの多様性の違いが表れているためと

考えられる。本研究のように、距離減衰式を介した回帰誤差の検討では、用いたデータベースの特性が

解析結果に大きな影響を与えると考えられる。PSHAでは、地域特性（例えば、地震活動モデルや地震

動強さの距離減衰式とその標準偏差など）を適切に反映させる必要4),31)があることから、日本周辺で発

生した多様な地震を対象とした本研究による偶然的不確定性による地震間のばらつきの標準偏差は、日

本国内を対象としたPSHAを行うために有用な結果であると考えられる。 

表5に示すように距離減衰式の߬に対する߬஺の低減率は最大速度よりも最大加速度の方が大きい。池

浦・野田(2005)7)では、震源地を限定した場合には地震間のばらつきは長周期よりも短周期でより低減す

ることを指摘しており、本研究による結果もこの傾向と一致する。Rhoades(2007)32)は、地震間のばらつ

きにマグニチュードの不確定性(推定精度)が大きな影響を与えていることを指摘している。また、

Abrahamson and Silva(2007)33)は、マグニチュードの不確定性が長周期における地震間のばらつきに大き

な影響を与えることを指摘している。より詳細な要因分析が今後必要ではあるが、これらの結果から、

最大加速度と最大速度における߬に対する߬஺の低減率の違いは、マグニチュードの不確定性がその要因の

一つであると考えることが可能である。 

 

 

本研究 Morikawa et al. 本研究 Morikawa et al. 本研究 Morikawa et al.
Region 1 Area 1&2 Region 2 Area 3 Region 3 Area 4

 0.328 0.273 0.314 0.305 0.190 0.173

 0.184 - 0.216 - 0.154 -

本研究 Morikawa et al. 本研究 Morikawa et al. 本研究 Morikawa et al.
Region 1 Area 1&2 Region 2 Area 3 Region 3 Area 4

 0.353 0.351 0.332 0.336 0.157 0.114

 0.159 - 0.216 - 0.142 -
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表5 理論バリオグラムの係数と標準偏差߬஺および	߬ா 
(1)理論バリオグラムの係数          (2)標準偏差߬஺および߬ா 

 
 

 
図11 全地震を対象とした標本バリオグラムと理論バリオグラム 

 

5. まとめ 

 

本研究では、日本で発生した中小地震(4.5≦Mw≦6.0)における最大加速度、最大速度を対象とした距

離減衰式を求め、この回帰分析から得られる地震間のばらつきߟとその標準偏差߬の基本的な特徴を整理

するとともに、セミバリオグラムを用いた偶然的・認識論的不確定性への分離方法について検討を行っ

た。結果を以下にまとめる。 

 

1) 距離減衰式における地震間のばらつきߟは対数正規分布に従う。また、地震間のばらつきの標準偏

差߬には明瞭な地震規模依存性はみられないが、震源が深いほど値が大きくなる傾向がみられた。

震源深さ依存性の要因については今後詳細な分析が必要であるが、伝播経路の不均質性や既往研究

で指摘されている震源が深い地震ほど応力降下量のばらつきが大きくなる特性に影響を受けてい

る可能性が考えられる。 

2) セミバリオグラムを用いた偶然的・認識論的不確定性の分離方法を3つの震源域に適用し、偶然的

不確定性の標準偏差߬஺と認識論的不確定性の標準偏差߬ாを評価した。これと同じ震源域を対象とし

た既往研究の分析結果と本研究による߬஺は同程度の値となることを示し、セミバリオグラムに基づ

いた分離方法の妥当性を確認した。 

3) 距離減衰式の回帰分析から得られた地震間のばらつきにおける߬஺は、最大加速度で0.315、最大速度

で0.354となる。この値は、距離減衰式における地震間のばらつきの標準偏差߬に対して最大加速度

でその60%程度、最大速度でその80%程度となる。 
 

PSHAでは偶然的不確定性のみを考慮するべきであるが、実際にはエルゴード性を仮定して距離減衰

式の標準偏差を確率モデルに用いている。本研究で求めた地震間のばらつきの偶然的不確定性による標

準偏差は距離減衰式の標準偏差よりも小さな値となり、PSHAの高精度化のために有用な結果であると

考えられる。今後は、地震内のばらつきについても同様の分析を行う予定である。 
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ABSTRACT 
Ground-motion prediction equations are developed by regression analysis based on datasets of recorded 

ground-motion parameters at multiple stations during different earthquakes and in various source regions. The 

present probabilistic seismic hazard analysis applies the standard deviation of these equations to evaluate the 

hazard at a specific site (the ergodic assumption). The standard deviation has a strong influence on the results of 
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probabilistic seismic hazard analysis at long return period. In the ground motion prediction equations, there is 

inevitably some mixing of epistemic uncertainty into the model of aleatory uncertainty. To improve the results of 

hazard analysis, it is important to quantify the aleatory uncertainty by removing the ergodic assumption. In this 

paper, the semivariogam procedure is adopted to separate of aleatory and epistemic uncertainty from the 

inter-event residuals in ground motion prediction equations for small-to-moderate earthquakes. The standard 

deviations of aleatory uncertainty in inter-event residuals are 0.315 for PGA and 0.354 for PGV. These values are 

about 40% smaller for PGA and about 20% smaller for PGV when compared the standard deviations of the whole 

data set.  

 

Key Words: Ground Motion Prediction Equations, Small-to-Moderate Earthquakes, Inter-event Residuals, 

Aleatory Uncertainty, Epistemic Uncertainty, Semivariogram 


